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学位論文内容の要旨 
 
本研究では、地方都市における中心商業地の衰退化の過程と要因について、産業面を中心にした地域経済
の動向、商店街構成店舗の経営者の意向・行動、空き店舗問題からより詳細に解明し、実施されてきた再開
発、再生事業の取り組みを総合的に評価することで課題を明らかにし、今後の取り組みの在り方について検
討することを目的とした。 
企業城下町兵庫県相生市の中心商業地は、企業の従業員とその家族に物資やサービスを提供する役割を担
ってきたが、従業員の大規模なリストラという地域経済の疲弊化、郊外への大型店進出など周辺環境の変化
などによって、その役割は縮小し、非商店化している。地方都市の中心商業地における衰退化を示す空き店
舗などの非商店化は、かつての商業規模・エリアを必要としなくなった、つまり、かつて担っていた役割を
終えつつあることを示しているといえる。 
地方中核都市である和歌山市では、中心商業地から大型店が次々と撤退・倒産し、衰退化が深刻化してお
り、商業機能の核は鉄道駅周辺と郊外へ移っている。中心商業地の土地利用も大きく変化し、全体的に小売
店の構成比が低下し、空き店舗率が上昇した。この間の経営者の行動をみると、店舗の土地建物所有形態に
よって大きく異なることがわかった。経営者が土地や建物を所有している店舗では、廃業や撤退後、店舗の
交替が進展しにくく、空き店舗が発生しているのに対し、借家・テナントでは、店舗の交替が進展しやすく、
空き店舗が発生しにくい。また、存続店舗が最近10年間に経営を維持するために行った対策は、大きく外部
に販路を拡大するか、中心商業地の店舗に投資するか、合理化を行っている。 
同じ地方中核都市である岡山市の中心商業地では、全体としては比較的安定しているが、地区間、商店街
間で商業環境や商業集積に格差がみられる。大型店や鉄道駅を中心とする地区に商業機能と来街者が集中す
るとともに、そこから遠くなるほど、また最寄品を扱う店舗の割合が高くなるほど、空き店舗が増加するな
ど衰退化が進展している。衰退化した商店街の中でも、空き店舗対策等の取り組みには違いがみられ、最も
熱心な組合活動がみられたのは、立地条件が最も悪く、衰退の程度が深刻な商店街であった。そこでは、組
合が家主に積極的に働きかけ、賃貸料を低減させ、また市の支援制度を積極的に活用し、大きく空き店舗を
減らした。さらに、家主と出店希望者の間に入り、三者で賃貸契約を行っており、継続的に営業できる店舗、
不足業種、若年層を選択的に出店させることができ、そのことが商店街によい効果をもたらした。 
以上から中心商業地の再生には、タウンマネジメントの発想が必要であり、地域のニーズを満たす形で、
中心商業地に投資を誘導しなくてはならない。投資しやすい環境をいかに整備するかが問われている。研究
結果からも再開発事業等の効果は、ハード面だけの場合、一時的・限定的であることがわかったが、こうし
たソフト面での対応、さらにはハード事業との関連付けこそが再生には欠かせない視点であり、その仕組み、
組織をいかにつくっていくかが中心商業地再生への大きな課題である。 
 論文審査結果の要旨 
 
 この学位論文では，地方都市における中心商業地の衰退化を，地域事例研究，なかでも特に地域経済，
商店街の構成，経営者の意向や行動等の状況，また実施されてきた再生事業や再開発事業状況から解明
するとともに，それを踏まえて今後の取り組みのあり方を考察したものである。 
 企業城下町相生市の中心商業地域では，企業の大規模なリストラで地域経済が疲弊したのみならず，
郊外への大型店舗の進出等にもより，その商業機能は縮小し，空き店舗化等非商店化が進展している。
地方中核都市和歌山市では，中心商業地の大型店の撤退・倒産による衰退が深刻化している。ただ店舗
の所有形態による差も重要で，経営者が土地や建物を所有している店舗では，店舗交替が進展しにくく
空き店舗化するのに対し，借家・テナントでは店舗交替により空き店舗化しにくい。 
 岡山市の中心商業地では，地区間，商店街間で商業環境や商業集積に格差がみられる。大型店や鉄道
駅を中心とする地区に商業機能と来街者が集中するが，そこから離れるほど，また最寄品を扱う店舗比
率が高まるほど，空き店舗化や衰退化が進展している。空き店舗対策等取り組みによる違いも重要で，
組合による家主への積極的な働きかけによる賃貸料の低減化，市の支援制度の活用，家主と出店希望者
間の第三者による賃貸契約等は，商店および商店街によい効果をもたらしている。 
 以上検討したように中心商業地の再生には，タウンマネジメントの発想，つまり地域のニーズを満た
す形で，投資しやすい環境をいかに整備するかが課題で，名古屋市大曽根地区での事例で検討したよう
に，再開発事業等の効果は限定的で，ソフト面での対応やハード事業との関連付けが欠かせず，その仕
組みや組織づくりは大きな課題である。以上のように本研究は，従来の研究を掘り起こし進める形で，
商店の特徴を踏まえた商店街や商店地域の活性化は，商業機能，商店街，地域のさらなる活性化や振興
に係わりつながることを，地域実証的研究を踏まえて解明した，極めて意義深い研究であり，まさに博
士の学位に値するものである。
